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戦前公民教育論におけるアメリカ課外活動論の紹介と受容 

―特別活動前史の視点から― 

 

猪股 大輝 

 

はじめに 

  戦前、特に「大正期以降に一大教育思潮を形造るものとなった」1と言われる公民教育に

関する議論の中では、旧来の教科学習的な知識教授のみならず、課外における諸活動をも

教育方法として導入しようとする「公民訓練」論が相次いで唱えられていた。本稿は、こ

の公民訓練論の中で、同時代のアメリカで構想されていた課外活動（Extra-Curricular 

Activities）に関する所論が早くも紹介・受容されていたことに着目し、その背景と内容を

明らかにしようとするものである。 

  ところで、論者はこれまで戦後日本における生徒会活動の成立過程に関する研究を重ね

てきた2。これらの中で、戦後成立した生徒会活動は、占領軍の指導をもとにしつつ、主に

1920 年代アメリカにおいて盛んに唱えられた課外活動論に強く依拠する形で理論化され

たものであること、また、国内的な前史として、戦前の公民教育論を引き継ぎつつ、戦後

直後より始まり 47年学習指導要領の総合社会科に帰結する戦後公民教育構想中の「公民

的実習」論が存在することを実証してきた。本稿が取り扱う公民訓練論は、この公民的実

習論の源流をなすものであることを踏まえると、本稿の試みは生徒会活動へと至る日本教

育史的過程を検討する上で欠くことの出来ないものである。また、磯田一雄のように公民

的実習論を、生徒会活動のみならず特別教育活動全体の理論的前史の一環として位置づけ

る研究もある3ことから、本稿は特別（教育）活動の前史としての視座から考察をすすめる。 

  続いて、本稿に関係する先行研究を検討する。戦前公民教育論に関する豊富な先行研究4

の中には、海外教育情報との関係を整理するものもいくつか存在する。例えば、田渕久美

子は明治初期から大正期にかけての文部省専門学務局あるいは実業学務局によって発刊さ

れた研究書の分析を通じて、戦前の公民教育論形成に際して、英、独、米などの教育情報、

とりわけケルシェンシュタイナー（Georg Kerschensteiner）を中心としたドイツの実業

補習教育・公民教育論が参考されたことを実証している5。あるいは、中野重人は、ケルシ

ェンシュタイナーの他、アメリカ公民教育論の主要な論者であるアーサー・ダン（Arthur 

W. Dunn）の議論6が同時代に多数参照されていることから、日・独・米の公民科の構造を

比較検討し、「ドイツ公民教育の思想を根底にすえながらも、また、アメリカにおける Social 

Studiesの Civics 的な考え方を多分にとりいれた、折衷的なものだった」としている7。こ

のように先行研究においては、海外情報の受容をめぐっていくつかの見解があるが、これ

らの研究は学科目としての公民科の内容や構造に着目する議論が主であり、そこで得た知

識を「生々たる実際生活に於ける行動として実現せしむる手段」8として構想されていた公

民訓練論に着目する研究は少なく、また、この「公民訓練」論の形成に際して影響を及ぼ

した海外教育情報を検討したものは管見の限り存在しない。論者はこの不足を補充しつつ、
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公民訓練論の一部が戦後において見直され今日まで続く特別活動の源流になったことを重

視し、この形成過程において、海外情報、とりわけアメリカ課外活動論の紹介・受容がい

かになされたかについて考察する。 

  本稿は、以下の構成によって議論を展開する。まず第１節では、議論の前提として、本

稿における「アメリカ課外活動論」の語が示す一連の理論について概観する。次いで第２

節では、戦前公民教育論の中で公民訓練の理論がいかなる背景のもと、どのような内容・

目的・位置づけを持つものとして唱えられたか、確認する。そして第３節では、この公民

訓練論の中における具体的なアメリカ課外活動論紹介の様相を当時の文部省内にあって公

民科の教科化に取り組んだ論者の議論を中心に確認し、紹介の背景と受容情報の内容、位

置づけを検討する。更に、第４節では、文部省内における同時期の受容が主として 1910

年代までのアメリカ課外活動論の摂取であることを踏まえ、1920 年代の議論を体系的に紹

介した眞田幸憲の議論に着目し、その紹介の経緯と眞田の公民教育論内における位置づけ

を整理する。最後におわりにでは以上の議論をまとめ、戦前公民教育論の中におけるアメ

リカ課外活動論受容の様相と戦後特別教育活動との関係について考察し、結論とする。 

 

１．アメリカ課外活動論概観 

  本稿の議論を始める前提として、以下では本論文が言うアメリカ課外活動論について概

観する。周知の通り、アメリカにおいては、19－20世紀転換期から 20 世紀前半にかけて、

「進歩主義教育運動」と総称される様々な教育理論・内容・方法の研究・実践が深められ

た。これらの研究・実践の一環として、従来教科外に位置づけられ、体系的な理論がほと

んど存在してこなかった課外活動領域に関する理論・実践研究も深化した。この嚆矢は、

19-20世紀転換期のニューヨークにおける諸実践に求められ、例えばウィルソン・ギル

（Wilson L.Gill）の「学校市」（School City）はこの典型例であった。学校市は、学校内

に実際の市政を模倣した三権分立型の生徒自治組織を設立し、教師の援助のもと、生徒が

この組織を運営することで、実際のアメリカ共和政に適合した市民育成を試みる教育活動

であった。学校市の実験は 1897年ニューヨーク市の休暇学校で始められ、やがて全米に

広がった。世紀転換期以降、ギルのような先行事例を引き継ぎつつ、課外活動に関する理

論化が様々試みられた。この背景には、中等教育の量的拡大に起因する学科担任制の導入

などによって学校内の紐帯が揺らいだことがあった。当時の教育者たちは、この紐帯を民

主的市民育成のために教育的に再編成された課外活動組織を用いて結び直すことを試みた。

課外活動論の深化は 1910年代を通じて進んだ中等教育改革と軌を一にして進み、1920 年

代に本格化した。1926年には全米教育研究協会（National Society for the Study of 

Education）の年報9で課外活動に関する特集が組まれ、同時期には課外活動を専門的に扱

った専門書が多数刊行された10。この理論の中には、今日の日本において特別活動の領域

で実施されているホーム―ルーム活動や生徒会活動などの理論が含まれており、ホームル

ームにおけるガイダンスを基盤として段階的に成長するものとして課外活動論が把握され、

学科課程との関係性を強化し課外活動を「課程化」(curricularization)しようとする議論が
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見られるまでに至った。では、このようなアメリカ課外活動論が戦前公民教育論の中でい

かに受容されたのか。また、特にこの情報を受容して理論化された「公民訓練」なるカテ

ゴリーはいかなるものであったのか。 

 

２．戦前公民教育論の中の「公民訓練」論 

  斉藤利彦が指摘するように、大正期以降、公民教育論が一大教育思潮を作り出し、やが

て 1922年の「実業補習学校標準学科課程」公布を皮切りに実業学校（1930）、中学校およ

び師範学校（1931）、高等女学校（1932）と相次いで学校教育の一環に「公民科」が公的

に組み入れられた背景には、明治期と比して、政治・経済・社会的状況が劇的に変化する

中で、「「立憲思想養成」が、政治支配の上で利益をもたらすということを政策側が認識し

始め」11たことがあった。この変化とは、1905 年の日比谷焼打事件から 1918年の米騒動

へと至る民衆騒擾事件の頻発、「民本主義」を基調とする「民衆の政治的自覚化」、日本資

本主義の「独占資本主義」への移行に伴う階級矛盾の噴出と労働運動の激化といった情勢

変化に対して、「明治天皇から大正天皇への交替、さらには相次ぐ元老の死」により既存の

統治体制の「不安定化」が進んだことから、「天皇制の政治統合力の顕著な弱体化」が発生

したことなどである。この変化への対応として、一方では、「国民を何ほどか代表する政党

に政権を担当させる」ことによって政治安定化を図ることがあり、他方では、状況変化に

対応した公民教育論の深化と新たな教科目の設置―公民科設置―が目されたのであった12。 

  では、この公民教育論はいかに社会変化に対応しようとしたのか。当時文部省参事官兼

書記官として公民科新設を主導した木村正義の議論を参照すれば、この方針は、①従来、

修身において教えられてきた家から国家へ至る「忠君愛国」に支えられた「縦」の道徳の

みでは社会統合が維持できなくなったと捉え、「他人の人格を尊び、要求を認め、相寄り相

授け」ることによって「共存共栄を図る」ような「横の生活」13に関する知識・徳目を授

けることにより、再度の統合を目指す、② 従来の法制経済が「単に知識の一方に走り、定

義や理論を徒に羅列して、実際生活の理解と没交渉のものとなつてしまつた」ことを反省

し、教授した知識・徳目の「実践躬行」を重視することで14、社会変化に対応しつつ、「没

我的、協同的、愛国的、奉仕的精神」を持って天皇制の国体を完成させていくような「公

民」の育成を試みる15、の二面から整理できよう。 

  以上のように特徴づけられる公民教育論は、その理論のうちに必然的に知識の一斉教授

にとどまらない教育内容・方法を持つこととなる。この内容・方法を最も鮮明に打ち出し

た領域が本稿が着目する「公民訓練」論である。公民訓練は、「公民的知識の開発を目的と

する」ような「公民教授」と並んで、「社会生活を営める一員としての道徳を体得し、之を

行為に表はしむる訓練」16を総合した領域であった。また、公民訓練は、単に学校のみな

らず、家や社会を含んだ児童生徒の生活の全体を通して進められることが構想されていた。 

この中で、本稿の関心に従い学校における公民訓練論について、より詳細に検討する。

再び木村によれば、学校は児童生徒間の「平等の関係」と教師との間の「上下の関係」に

よって構成された「極めて模範的なる小社会」である。ゆえに、この小社会で営まれる「学
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校生活」は、「将来の社会生活の準備である」と同時に「現実の社会生活」でもある。であ

ればこそ、この「学校生活」における「一挙一動は、公民的性質や習慣の養成に与つて力

がある」ものとされる。木村は以上の理路に従って学校生活の公民訓練的活用を理論化し、

特に学校生活を構成する課外の部分、例えば「体操、遊戯、洒掃、儀式、会合、遠足、旅

行等」の活用を想定する。これらの場において、教師は「案内者として」の「適当な指導」

を与え、児童生徒の「共同、忍耐、同情、勤勉、勇気、自治、秩序、義務、責任等の練習」、

あるいは「協同的、国体的精神を養ふ」ことこそ、学校における公民訓練の教育方法であ

った17。なお、以上のような議論は、第３節で後述するように木村に独自のものではなく、

同時期の他の公民教育論者によっても同様の論理展開が見られることを付記しておく。 

では、以上のように大正期公民教育論の中に位置づけられる公民訓練論の文脈において、

いかなる海外教育情報が受容されていたのか。 

 

３．「公民訓練」論とアメリカ課外活動論 

  公民教育論全体が諸外国の教育情報から大きな影響を受けて形成されたように、公民訓

練論においても海外教育情報の紹介を数多く見ることができる。特に各種の公民教育論書

を概観すると、ドイツにおけるケルシェンシュタイナーの作業教育論と並んで、アメリカ

における生徒自治的な教育方法、より具体的にはウィルソン・ギルの「学校市」実践がし

ばしば参照されている。以下では、本稿の関心に従い、後者に関する言及を検討する。 

  まずは、第２節でも確認した木村の議論から検討する。木村は学校を通じた公民訓練に

関連して「作業教育と自治学校の問題」について論じる。「作業教育」は上述の通りケルシ

ェンシュタイナーの理論を基礎に据えたものであり、「自治学校」はギルの学校市を中心と

したアメリカ理論の紹介であった。このうち後者について木村は次のように述べている。 

 

自治学校（School city System）とは、学校自治体にして、市の自治機関を模倣して組

織せるに依り、名づけしものにして、米のギット【ママ】の創始に係る。〈中略＝引用

者〉【学校市は＝引用者注】学校を一の自治体と看做し、立法、司法、行政の三機関を

具え、生徒は市民として其の役員議員等を選挙し、生徒自ら規則を制定し、自ら之に服

従して、学校の秩序を維持し、教師は、何等之に干渉する所なく、必要なる時に臨みて

指導するに止まる18。 

 

  以上のように、木村はギルの学校市の方法を公民訓練の具体的方法として例示している。

しかし、その紹介は単なる教育方法としての紹介であって、ギルがその方法論と同時に論

じていた共和主義的シティズンシップ論などには注目していないことに注意したい。更に

木村は、以上に続けてこの日本への応用について、次のように言及している。 

 

  米国に於ける自治学校の如き広汎な自治は、顧慮の余地ありとするも教師の指導監督の

下に、出来る丈け自治的施設を為し、責任感、公共心、共同心等を養成するは、公民訓
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練上望ましきことである。我が国の学校に於ても、学芸部、運動部、雑誌部等種々の部

門を設け、生徒の選挙に依り委員を選びて自治的組織となし、其の効果の見るべきもの

が、多々あるが、将来は一層其の範囲を拡張すべきであらう19。 

 

このように、木村はギルの学校市を極端な例として扱いつつ、学校における自治的組織

が公民訓練の際に肝要であることを論じている。 

  また、以上のような紹介は木村以外の論者にも見ることができる。例えば、早稲田大学

教授で公民科教授要綱を作成した文部省公民教育調査委員会委員でもあった中島半次郎は、

木村とほぼ同様の紹介を行っている。すなわち、中島は公民教育の「訓練」の方法の一環

として「学校を一の自治体と見て学校の生活を校長なり教師なりに指導されるのみでなく、

自分等が又その学校生活を正しく送つてゆく責任を持たしめる為に、生徒の代表者を選ば

しめるとか或は生徒の会を組織せしめるとかいふやふにすること」を通して「自治的な公

共生活に慣れしめなくてはならぬ」20としてギルの学校市と類似する実践を紹介する。続

けて「かかる自治的の訓練はその国民性やその歴史にも依ることであつて、我国にあつて

は直ちにかゝることを行ふことは出来ないもの」だが、「併し児童なり青年なりの自治心に

訴へてこれに責任を持たせ、次第に自立的にその身を処せしむるやうに努むることは当然

なすべきこと」21としている。あるいは、明治大学教授の池岡直孝の場合も同様である。

すなわち、池岡は、公民訓練の一環として「自治的品性」の「陶冶」をあげ、この方法と

して「特別な自治団体を設けて自治的訓練を行ふ」こと、「殊に米国では「学校都市」なる

ものを設けてをる」として、ギルの学校市を紹介する。しかし、この方法は「極端」であ

るから「学校生活内に於て、適当に自治性をとり入れることが願はしいと思ふ」22として、

級長の選挙などを通じた学級自治、校友会の運営、寄宿舎の自治などの方法をあげている。 

  以上の紹介に共通するのは、公民訓練の方法として自治の必要性を強調しつつ、この具

体例としてギルの学校市の方法を紹介し、更にこれを日本に適合した形で方法を工夫して

適宜学校に取り入れることを奨励する論理であった。ではなぜ、この時期自治の必要性が

強調され、特にギルの学校市が紹介されたのか。この点について、以下では①公民教育論

の起源としての地方改良運動における自治の強調、②アメリカ公民教育論におけるギルへ

の言及、③日本における先駆的紹介の 3 点から検討したい。 

  まず第１点目について。斉藤利彦が指摘するように、公民教育の成立過程の起点には「日

露戦後経営」の時期に取り組まれた「地方改良運動」の中の自治民育論が存在した23。す

なわち、日露戦争による国家財政の逼迫を解消しつつ、来る帝国主義戦争へ備えるため、

内務行政上の施策として「生産事業の進行」、「市町村における一定の「自治」の強化」、ま

たこれらの事業を補助するための「教育活動の重視」が提唱され、全国的に運動が展開さ

れた。特にこの教育活動は、「「国家ノ事務」を「地域住民ノ支弁」で遂行するという制度、

いわば「義務としての自治」」を完遂すべく「地方行政（それは実は国家行政に他ならない）」

に対し住民が自発的に参加していく「責任観念」、すなわち「公共心の育成」を行うもので

あり、やがて「自治の訓練」から「公民教育」と呼び替えられるようになった24。そして、
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この「公民教育」の議論を学校化し、洗練させたものこそ、本稿が対象とする公民教育論

であった。以上の経緯からも明らかな通り、公民教育論の初発の契機には、国家統治の効

率化のために、人びとの「自治」を訓練していく理論が存在した。このためにこそ、この

時期の公民教育論もまた、自治の訓練を重視し、海外情報にその方法論を求めていた。 

  次に第２点目について。田渕久美子が指摘するように、自治民育から公民教育の教科化

へと移行する過程で、文部省専門学務局や実業学務局を通じて多数の海外情報が研究され、

文献が出版された25。この中でアメリカの公民教育について調査した著書に文部省実業学

務局編『欧米の公民教育 第二編』（1925）がある。この著作はアメリカにおける公民教育

関係論文、著作のうち「資料トシテ価値アリト認メタルモノヲ随時訳出シタルモノ」であ

った26。この中には公民教育の有効な方法として学校自治への言及を含むものをいくつか

見ることができる。例えば、同書に所収されたダンの論文の翻訳である「公民教育ノ趨勢」

の中には、「公民教育の手段として公民的活動に参加せんとするの傾向」として「生徒を学

校管理に参加せしめんとする種々の計画」が紹介され、この計画を行う上での種々の論点

が整理されている。ただし、この論文において、ギルの学校市は「その実験が余りにも技

巧を弄しすぎる」例として、すなわち「学校は学校社会であつて、都市でも州でもない」

にも関わらず、「都市、州に模倣して組織」する事例として、ギルの名前は出さずに批判的

に言及されており、方法の紹介も限定的である27。また、同書にはダンの論文以上にまと

まったギルの学校市紹介はなされていないが、より探索範囲を広げ同書にも一部小項目の

翻訳が含まれている A Cyclopedia of Education（1911）の未翻訳の小項目「学校におけ

る自治」を確認すると、学校市の詳細な方法の紹介を見ることが出来る28。以上のような

アメリカ公民教育を概観する関連文献の記述から、おおよそ 1910 年代までのアメリカ課

外活動論の知見を有効な教育方法として受容していた、と見ることができる。 

  第３点目について。第２点目で指摘したように、文部省が調査研究していたと見られる

文献には、ギルの学校市とその批判を含むアメリカ課外活動論の記述が含まれていた。た

だし、学校市実践に特に着目してみれば、いずれの文献にも開発者である「ギル」の名前

に言及したものはない。しかしながら、文部官僚木村正義は、誤記していたとは言えこれ

を「ギットに依つて改造せられ」と記述している。この背景を考察する上で、ギルの学校

市が文部省の研究時期と前後して省外でも幾らか紹介されていたことを検討したい。まず、

管見の限りギルの学校市実践の最初期の紹介は 1906年、堀尾太郎による『町村実業補習

教育』29の中でなされている。堀尾はフィラデルフィア市の科学教育団体フランクリン・

インスティチュートの機関誌に掲載されたギル自身による論文と同団体の報告論文30をも

とにしながら「小学校中に市町村民教育の趣旨を輸入した人」として「ウヰルソン、ギル」

をあげ、その方法を詳細に紹介している。続いて、1917年の『教育學術界』において「栃

木県宇都宮中学校教諭」の加畑徳次郎が「学校市の組織」と題する論文31を掲載している。

加畑は「立憲思想養成の一手段」としてコネチカット州ハートフォードで実践されている

学校市の方法と憲章の内容について紹介している。ただし、この中で加畑が「スクール・

シティ（School City）については夙に我国に紹介せられて」いて、「大方の諸君は既に大
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体ご承知の事と思ふ」と記していることから、加畑以前にも、堀尾のものを含め数件の紹

介がなされていたことが想定される。更に 1920 年には、桐生悠々の手によって、ギルの

著書の全訳本が出版される32。この訳本には学校市の方法論のみならず、その背景にある

アメリカ革新主義的で共和主義的な政治思想も含めた詳細な内容が含まれていた。このよ

うに、ギルの学校市は公民教育論が流行する時期に文部省外でも一定の注目を集めていた。

これらの論文・著作が公民教育論の形成に際して幾らか影響を与えた可能性がある33。 

  以上のように、戦前公民教育論では、ギルの学校市実践を中心としたアメリカ課外活動

論の受容がなされていた。ただし、以上の検討からも明らかな通り、その議論の情報は基

本的に世紀転換期からダンによる公民教育論が形成される 1910 年代までのものに限られ

ており、これらの先行事例を引き継ぎつつホームルーム活動や生徒会活動などの理論を作

り上げていった 1920 年代の課外活動論は基本的に参照されていなかった。では、1920 年

代に隆盛した課外活動論はその他の著作等でも紹介されていなかったのか。 

 

４．1920年代アメリカ課外活動論の紹介 

  上記について管見の限り最もまとまった紹介として、奈良女高師教授眞田幸憲による著

作『米国の学校課外教育』（1928）34をあげることが出来る。眞田は 1920 年代に相次いで

発刊された課外活動論に関する専門書のうち、最初期のものの一つであるワイルズ（Elmer 

H. Wilds）の著作35を参照し、アメリカ課外活動論の内容を体系的に紹介している。同書

の章構成を示せば以下の通り。 

 

表１：『米国の学校課外教育』の章構成36 

第１章 米国に於ける正課外の活動 第５章 クラブ 

第２章 自治組織   第６章 学校図書館 

第３章 ホームルーム   第７章 学校の刊行物 

第４章 アツセムブリー   第８章 運動遊戯 

     附録 米国の「遊戯」に関する経営活動 

 

  構成から明らかな通り、ホームルームやアセンブリー（学校集会）など第３節で検討し

た議論には見られなかった内容も含め、当時のアメリカ課外活動論が唱えていた活動が全

般的に紹介されている。では、眞田はどのような理由からアメリカ課外活動論を紹介する

に至ったのか、冒頭において眞田は次のように述べる。 

 

  個人主義の教育が一時吾国教育界を左右した結果、他国の学説や実際の施設を紹介する

にも、其方面にのみ都合よきものが顧慮せらるゝの嫌があつた。本書にのせて居る議論

や実際の問題は、個人主義的傾向に反して、国民とし、社会人として、健全に幸福なる

共存生活を営まんとする団体活動に関することが多い。〈中略：引用者〉吾国に於ても、

最近課外教育といふことが高唱せらるゝ傾が生じて来たので、自然他国の長所をも参照
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するの要あるかと考へ、こゝこに、私は小冊子ながらも、本書を公にしたのである37。 

 

  以上にある通り、眞田は主に個人主義教育論批判の文脈から、人びとを「国民とし、社

会人と」するための有効な教育方法としてアメリカ課外活動論を紹介したのであった。 

また、このような個人主義教育論批判は公民教育論においても一般に見られたものであ

ったことにも注意しておきたい。例えば、木村正義は公民教育の必要について論じた箇所

で、公民教育が対決すべき思想問題の一つに「個人主義」をあげていた38。同様の文脈に

立つ眞田においてもアメリカ課外活動論の成果は部分的に彼の公民教育論に取り入れられ

ることとなった。すなわち、眞田は後年彼の公民教育論をまとめた『最新公民教育・公民

科教授の方法』を著し、その中の一章を「課外の活動に依る公民教育」として課外活動論

と公民教育の関係について論じた。この中には、アメリカ課外活動論の研究成果を反映し

たものと考えられる目的規定や指導論をみることが出来る39。ただし、同章では、アメリ

カにおける活動事例についてはほとんど触れられず、日本における実際的応用の方法が中

心的に述べられていた。このことを踏まえると、眞田においてアメリカ課外活動論は、教

育内容に関する事例というよりはむしろ、課外活動教育のための指導論の参考例として把

握・受容された、ということができるだろう。 

 

おわりに 

  本稿ではこれまで、戦前公民教育論の中におけるアメリカ課外活動論の紹介・受容の様

相について検討してきた。本稿全体の考察結果をまとめれば次のようになる。まず、第２、

３節で考察したように、当時の公民教育論においては公民教育を通じて与えた知識を実際

の行動へとつなげる要請から、従来教科外に位置づけられていた活動をも活用した公民訓

練の領域が想定されていた。また、公民教育成立の起源として地方改良運動の中の自治民

育論があったことから、公民訓練の領域においても自治的な活動の導入が求められた。以

上の事由から、特に文部省内において、公民科教科化に際して研究された 1910 年代まで

のアメリカ公民教育論の中から、この自治的な課外活動の方法例としてギルの「学校市」

実践に主に着目し、その日本的応用の形が模索された。 

  一方、第１節で考察したようにアメリカ課外活動論は、ギルの「学校市」以降も、これ

を引き継ぎ発展させる形で 1920年代に本格的に理論化が進んだ。この理論を本格的に受

容した例として、第４節では眞田幸憲の議論に着目し、その紹介・受容の様相を検討した。

結論から言えば、眞田の紹介は 1926年時点のアメリカ課外活動論の全般的内容を含んで

いたが、公民教育論の一環としてアメリカ課外活動論の事例を応用するにあたっては、そ

の内容面に着目するというよりはむしろ、指導の方法や目的規定の一部に比重を置き、そ

の日本的応用の形を考察する、という形をとった。 

  以上で見てきたように、戦前公民教育論において、基本的にアメリカ課外活動論は自治

訓練のための教育方法例として受容されたが、一部にはその指導論や目的論を参照し、よ

り体系的に受容するものもあった。しかし、アメリカ課外活動論が含んでいた課外活動の
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課程化を含む根本的な学校カリキュラム改革の理論はあまり重視されず、実際化されるこ

ともなかった。戦後はより体系的なアメリカ課外活動論の研究の中で、特別教育活動の課

程化が進んだことを踏まえると、本稿が扱ってきたような公民訓練論は日本の教科外活動

論の歴史の上では欠かすことの出来ない位置を持っているとは言えるが、両者の影響・展

開関係は部分的なものにとどまっている、ということが出来るだろう。 

  最後に本稿に残された課題について付言しておきたい。本稿では、アメリカ課外活動論

の受容過程を公民訓練論の中でアメリカ課外活動論の知見に直接に言及している箇所から

確認する形で考察を行った。しかし、視野を公民教育論全体に広げてみたときに、日米の

議論には教育目的や目指すべき市民/公民像に関して多くの共通する単語が用いられてい

ることを確認できる。例えば、愛国や自治、奉仕、デモクラシーなどの諸概念がこの典型

である。直接的な受容影響関係の考察にとどまらず、これらの諸概念の内容や実践との関

係性を比較考察することで、両国における学校教育論展開の実相をより多層的に検討する

ことができるのではないか。この課題については稿を改めて論じることとしたい。 
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